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発表概要
昨年度は、持続可能な社会基盤への転換に向けて、ＦＭ戦略の視点から
①不動産の環境価値が適正に認識・評価される市場の形成すなわち環境不動産の普及
②都市レベルでの持続可能な環境未来都市の実現に向けて、「６つの提言」を発表した。

＜１＞：環境不動産の定義と価値

＜２＞：環境不動産に関わるステークホルダーのための環境性能に留まらず必要 な情報・
価値の可視化

＜３＞：既存ストックの環境改修の促進、特に中小ビルへの環境金融の拡大と環境改修
事例・促進条件の情報提供

＜４＞：環境不動産価値の一環として、良好なマネジメントの推進とテナント協調

＜５＞：環境未来都市へのミニモデルとしての環境不動産の面開発の在り方

＜６＞：環境不動産の基盤である環境未来都市の次世代インフラシステムの在り方と運営

管理・生活基盤サービス実現

今年度は、「総合的な環境価値とマネジメント」をキーワードに、３つのサブテーマ：
①利用者視点による環境不動産の評価項目の整理
②既存ストック（中小ビル）環境改修の実施条件の確認
③持続可能な社会基盤として環境未来都市への展開、の 検討結果を報告する。

最後に、サスティナビリティの確立に向けて、「環境対応」から「レジリエンス」への展開を提起
したい。
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１－１目的

１－２ＣＡＳＢＥＥ不動産

１－３評価項目リストの構成

１－４評価項目リスト

１－５＜参考＞テナントニーズ

【概要】

•目的：環境不動産に対して、テナント視点

からの現実的な評価項目リストを作成

•テナントニーズの調査事例等

•CASBEE不動産マーケット普及版の評価項目

•環境不動産の評価項目に関しての比較

•ＦＭ戦略企画研究部会案の評価項目リスト



環境不動産・オフィス評価項目：作成の目的
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ＣＡＳＢＥＥ
ＣＡＳＢＥＥ
Ｍ普及版

ＤＢＪグリーンビル認証

ＳＭＢＣグリーンビル認証

三菱ＵＦＪ信託銀行
社会配慮型オフィス評価

ＪＦＭＡ 品質評価部会オフィス評価

環境金融（不動産）認証制度

オフィス品質評価項目

建築環境総合性能評価システム

ＣＡＳＢＥＥ：環境設計ＤｆＥツール

ＣＡＳＢＥＥ 不動産Ｍ普及版：
・国際的評価項目との整合
・不動産市場での情報流通
・投資目線

・ファシリティの品質を７評価軸で評価
安全信頼・機能・耐用・環境保全・品格・多様性・心理配慮

・オフィス借り入れ、ＷＰ構築時のツール

・環境不動産の普及促進

環
境
不
動
産
・
オ
フ
ィ
ス

評
価
項
目
リ
ス
ト
の
提
案

■目的：環境不動産の市場形成に向けて、「CASBEE不動産M普及版」が評価指標の有力な候補であるが、

テナント視点からの環境不動産・オフィスビル検討初期段階の評価項目リストとして、最近のテナントニーズの
高い防災・非常時対応性などの項目を補強するとともに、テナント固有の必須項目を付記した「環境不動産・
オフィス評価項目リスト」を作成し、テナント側FM’ｅｒの検討ツールとして供したい。

■作成方法：「ＣＡＳＢＥＥ不動産Ｍ普及版」を基に、既存の評価シ
ステム・項目を参考に、テナント視点からの評価項目を付加する。



CASBEE不動産マーケット普及版の位置付け
従来のCASBEEが建築の設計者等により建築物の環境性能を正確に評価するツールであることに対し、
CASBEE不動産マーケット普及版は、不動産マーケットでの普及を促進するために、マーケット関係者が
短期に簡略的に評価が可能なツールとして開発されたものである。

環境不動産・オフィス評価項目：CASBEE不動産マーケット普及版
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環境不動産・オフィス評価項目：CASBEE不動産マーケット普及版
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遵法性と必須項目
本ツールは、環境性能を評価する側面と環境性能を表示する側面の両面を併せ持っている。

大分類ごとに必須項目を立てている。これは重要な項目の遵法性、及び広い意味での法基準適合性（下表参照）
を確認することで、必須の環境性能を確認することを意図している。

環境不動産・オフィス評価項目：CASBEE不動産マーケット普及版
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環境不動産・オフィス評価項目：CASBEE不動産マーケット普及版
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環境不動産・オフィス評価項目：CASBEE不動産マーケット普及版
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環境不動産・オフィス評価項目：CASBEE不動産マーケット普及版
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環境不動産・オフィス評価項目：テナントニーズ（森ビル資料）
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＊3/11を機に大変化



環境不動産・オフィス評価項目：テナントニーズ（三鬼商事資料）
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環境不動産・オフィス評価項目：テナントニーズ（三鬼商事資料）
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オフィスビル評価の全項目・詳細項目

テナント固有の条件項目 CASBEE不動産Ｍ
普及版評価項目

FM戦略企画部会
補充評価項目

FM戦略企画部会
補充評価項目

環境不動産の環境・社会・経済価値評価 ビルマネ評価テナント固有条件評価 デザイン・品格評価

加点方式による１００点
満点の定量評価

何らかの方法により
優劣評価必要

補充項目全体に対して、重み付けと配点を
事前に実施の上、補充項目全体としての
優劣評価を行い、CASBEE不動産M普及版の
評価点と併せて総合評価を行うことが望ましい

環境不動産・オフィス評価の範囲

■評価項目の構成：テナント視点のビル検討初期段階におけるＦＭ‘ｅｒの利用を目的に、テナ
ント固有の条件を満たした上で、①市場での流通情報 ②テナントニーズの高い項目 ③環境
不動産に相応しいマネジメント、に関する基本的事項を評価項目リストとしている。

FM戦略企画
部会補充評
価項目

環境不動産・オフィス評価項目：評価項目の構成



環境不動産・オフィス評価項目：評価項目の対象範囲比較
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テナント視点の
オフィスビル評価項目

テナント固有のオフィス評価項目
環境不動産の評価項目
（建築環境総合評価項目）
CASBEE不動産M普及版

CASBEE新築の関連項目
ビルマネジメント
評価項目

デザイン性
品格関連項目

賃料・共益費（予算） エネルギー／温暖化ガス LR1：エネルギー
エネルギー消費の
可視化サービス

ビル外観

賃貸条件（敷金・フリーレント等）

エリア・交通アクセス 水 LR2：資源・マテリアル

オーナー・テナント
間のコミュニケー
ション（定例協議
会など）

エントランス
風格

ビルの規模・床面積

床荷重 資源利用／安全 LR2：資源・マテリアル
光熱水費の従量
制課金契約

電源容量
Q2：サービス性能
（機能性・耐用性・信頼性・
対応性・更新性）

非常時のテナント
対応

オフィス形状 生物多様性／敷地 LR3：敷地外環境
駐車場 Q3：室外環境（敷地内）
その他 屋内環境 Q1：屋内環境

JFMA　FM品質評価部会
評価範囲

＜全般的詳細に評価＞ ＜全般的詳細に評価＞ ＜全般的詳細に評価＞
＜全般的詳細
に評価＞

三菱UFJ信託銀行
社会配慮型オフィスビル
評価項目

＜全般的詳細に評価＞ ＜全般的詳細に評価＞
＜全般的詳細に
評価＞

環境不動産の環境性能項目では
ないが、オフィス選定時の必須項
目として、付記しておく。
オフィス評価時の第一順位とな
る。

外観・エントラン
スの印象（デザ
イン性・アイデン
ティティ）

＜必須項目＞
＜環境不動産価値の基本的
評価＞

＜環境不動産価値の基本
的評価＞

＜環境不動産価
値の基本的評価

＜付加項目＞

①環境不動産の総合評価項目として、今後の市場の指標候補である「CASBEE不
動産M普及版」をベースとする。
②東日本大震災以後のテナントニーズ項目（防災・BCPなど）を補強する。
③環境／社会／経済価値およびビルマネジメント項目を補強する。

JFMA　FM戦略企画部会
テナント視点の環境不動産
評価項目

項目概要

FM戦略企画研究部会
提案



環境不動産・オフィス評価項目：FM戦略企画研究部会提案
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番号 価値区分 評価項目（大） CASBEE区分 評価項目（中） 評価項目(小) 評価指標 概要 備考

1

環
境
価
値

環境性能

不動産Ｍ普及

エネルギー／
温暖化ガス

省エネ基準への適合 1次エネ：MJ/㎡年 省エネ法、都条例等
建物全体のエネル
ギー消費状況

2
エネルギー消費原単位（計算値・実
績値）

1次エネ：MJ/㎡年
PAL・CEC、計算ツールによる算出
東京都：建築物のCO2排出BM

同上
（外皮性能・設備の
効率性・使用状況）

3 自然エネルギー利用 利用率：％、MJ/㎡年
年間消費エネルギーに対する割合、
利用エネルギー量

パッシブ建築手法

4 水 水使用量 Ｌ／㎡年 上水・平均レベル：700-1000 省エネ項目

5 新築
外皮性能（ＰＡＬ値）・設備効率
（CEC)

ＰＡＬ値 オフィス基準値：２８５ 省エネ項目

6

環境品質

不動産Ｍ普及 屋内環境

建築物環境衛生管理基準
建築物衛生法：
清掃管理・衛生管理

テナントの安心

7 自然換気機能
自然換気開口面積：
ｃ㎡／㎡

居室床面積の１／２０以上 テナントの安心

8 眺望 天井高＆窓開口 ＣＨ：２．５ｍ以上 快適性

9

新築版

室内環境

空調・照明システム
気流・上下温度差
机上面照度・グレア防止

0.35ｍ／ｓ、Δ℃：5℃以内
500-750ｌｘ

快適性

10 空調・照明個別制御性 フロア毎のゾーン制御 パーソナル制御への類似 快適性

11 情報化対応 ２重床、コンセント容量 ＯＡフロア＋３０ＶＡ／㎡以上 利便性

12 追加 ＷＣ・洗面所仕様
給湯・ウォシュレット・化粧台・
内装・照明・換気

ビルグレード感の重要項目 快適性



環境不動産・オフィス評価項目：FM戦略企画研究部会提案
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13

社
会
的
価
値

安全性／
防災性

新築版 サービス性能
設備の防災対策・信頼性
・空調・衛生・電源・通信

・空調：熱源バックアップ等
・衛生：井水、中水、汚水
貯留等
・電源：自家発、ＵＰＳ、２Ｒ
受電等
・通信：２ルート化等

非常用設備のテナントサービス
内容（利用可能設備と利用可能
時間、利用料金等）

テナントの防災対
策

14

不動産Ｍ普及

資源利用／
安全

耐震性（免震・制震含む） 新耐震前：Ｉｓ値・Ｉｆ値
補強：Ｉｓ値０．６超
補強：Ｉｆ値１．０未満
新耐震：割増率・重要度係数

テナントの安全

15
生物多様性／
敷地

自然災害リスク対策
液状化・洪水・津波・土砂崩れ

地域ハザードマップ等
・国交省
・地元自治体
・気象庁
・防災科学技術研究所、
ほか

下記リスクが3以下で対策済
①水害浸水（50ｃｍ以上）
②液状化 ③津波 ④地震
（6弱以上） ⑤地すべり等
⑥落雷（IKL年間雷雨日数35以
上）

テナントの防災対
策

16

資源利用／
安全

躯体材料の耐用年数 等級１以上 住宅性能評価基準の準用 テナントの安全

17
主要設備の更新必要期間
設備の自給率
維持管理

長期保全計画
非常用設備内容
自然エネルギー利用
清掃管理・衛生管理

主要設備更新15年以上
非常用設備のテナント対応：2
項目以上
建築物環境衛生管理基準対応
の取り組み

テナントの安全



環境不動産・オフィス評価項目：FM戦略企画研究部会提案
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18

社
会
的
価
値

地域環境 不動産Ｍ普及
生物多様性／
敷地

生物多様性の向上
特定外来生物の排除
緑化率（質と量）

外来生物法
JHEP：日本ハビタット評価認証
制度
JBIB：企業と生物多様性イニシ
アティブ

テナントの快適性

19
土壌環境品質・ブラウンフィールド
再生

土壌汚染対策法へ対応 必要により自主調査・法定調査 テナントの安心

20

利便性・使い易
さ

不動産Ｍ普及

サービス性能

公共交通機関近接性 鉄道駅から徒歩圏 徒歩15分以内 利便性

21
追加

床面積・形状 広さ・整形 必要床を少ない階数で確保 利便性

22 付加施設（貸会議室・休憩室） ビルの共用施設 利便性

23 新築版 ユニバーサルデザイン バリアフリー
バリアフリー新法：建築物移動
等円滑化基準項目の１／２以上

テナントの安心

24 新築版 室外環境 アメニティ（飲食等）・地域性
周辺の生活支援機能
空間・施設の地域貢献

飲食・コンビニ・医院・薬局
外構の緑地・広場・展示室

利便性



環境不動産・オフィス評価項目：FM戦略企画研究部会提案
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25

経
済
的
価
値

経済性

追加 賃料 賃料・共益費 周辺の相場 ビル比較 経済性

26 追加 契約内容

賃貸借契約内容
・光熱水費の精算方式
・原状回復時の条件
・フリーレント等

契約条件 ビル比較 経済性

27 追加 工事対応
テナント工事対応
・Ａ、Ｂ、Ｃ、工事区分
・指定工事会社

契約条件 ビル比較 経済性

28

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

日常対応 追加 サービス

テナントサービス
・消費エネルギーの可視化
・ＷＡＯサービス

契約付帯条件 ビル比較
テナントの省エネ
促進

29
セキュリティ
・入館管理、鍵管理、監視TV等

セキュリティ区画
管理方法

ビル利用規則等
テナント工事対応

テナントの安心

30 非常時対応 追加 テナント支援
非常時体制
・情報連絡、救援、備蓄等

情報共有
防災訓練
備蓄品目と使用料

ビル利用規則等
防災訓練の実施（１回／年）
備蓄品の補充等

テナントの防災対
策
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２－１．環境改修の検討概要

２－２．不動産ストックＤａｔａ

２－３．環境改修の事例

２－４．環境改修関連事項

【概要】

•環境改修の検討概要：検討の全体像

•不動産ストックの状況－既存中小ビル状況
（国交省 Ｈ２０法人建物調査結果）

•環境改修事例：物産ビル（新橋）

•関連事項
資金支援―グリーンリース

（（株）エナジーセーブ）
改修促進―環境不動産普及促進機構



既存不動産の環境改修の実施条件の検討概要

【 実施条件の検討事項 】

＜改修計画・工事＞

・建物概要 ⇒新耐震（1981）適否等、

（構造、規模、竣工時期（築年数）、立地）

・設備概要 ⇒照明設備、空調設備、熱源設備、BEMS

・周辺相場賃料 ⇒ ＊＊＊＊円／坪（共益費含まず）

・改修の契機 ⇒ オーナートップの指示、条例等

・改修目的と成果 ⇒ 省エネ、市場競争力（空室率・認証）

・改修項目と改修技術 ⇒ 省エネ、アメニティ（トイレ・EV・ホール）、緑化

・改修工事方法と期間 ⇒ テナント移転の要否、土日夜間工事

・改修工事のテナント対応 ⇒ テナント対応準備期間、テナント協議内容

・工事費用と資金計画 ⇒ ＊＊円／坪、融資、補助、環境ファンド

・改修投資回収項目と回収期間 ⇒ エネルギーコスト削減、空室率低減

＜改修後のマネジメント＞

・コミッショニング（性能検証） ⇒ 改修効果の確認と適正運転

・運用改善 ⇒ 設備運転の効率化、ピークカットとデマンド制御

・第３者評価認証取得の狙いと効果 ⇒ ビル性能の見える化、競争力向上

・テナント連携とテナントインセンティブ⇒ 省エネ推進方法と成果の還元策

＜実施体制＞

・実施体制 ⇒ オーナーの実施能力、オーナーとテナントの協議体制

・専門家等の協力 ⇒ コンサルタント、環境ファンド、ESCO事業者

・行政機関等の支援 ⇒ 補助制度
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◆ 主旨：日本の低炭素社会実現に向けて、環境不動産の普及推進が求められているが、特に既存不動産の
環境改修が必要である。環境改修の実施条件を明らかにして、その促進に寄与したい。

【 検討事例 】

・物産ビル
・国龍堂芝公園ビル
・御茶ノ水瀬川ビル
・第１５森ビル

【 関連事項 】

・専門家の協力
― グリーンリース
－ ＥＳＣＯ事業者

・行政機関の支援等
－ 環境関連条例等
－ 補助制度
－ 環境不動産促進機構

・既存ビルの評価認証制度
－ CASBEE
－ LEED－EBOM



不動産ストックＤａｔａ：国交省 Ｈ２０年法人建物調査
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用途別建物数：総数７５．２万棟 事務所：２１．７万棟（２９％）
店舗：１５．２万棟（２０％）
倉庫：１１．７万棟（１６％）

⇒ 計 ４８．６万棟（６５％）



不動産ストックＤａｔａ：国交省 Ｈ２０年法人建物調査
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用途別延床面積 事務所 ３０，１４５万㎡（２７％）
店舗 ２２，８５０万㎡（２１％）
倉庫 １６，３３０万㎡（１５％）⇒計 ６９，３２５万㎡（６３％）



不動産ストックＤａｔａ：国交省 Ｈ２０年法人建物調査
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事務所 規模別建物数（総数 ２１．７万棟）
５００㎡未満 １０．２万棟（４８％）

－１０００㎡未満 ５．５万棟（２６％）
－２０００㎡未満 ２．９万棟（１４％）⇒計 １８．６万棟（８８％）



不動産ストックＤａｔａ：国交省 Ｈ２０年法人建物調査
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事務所 規模別総延床面積 ２０００㎡未満 １１，４１５万㎡（３８％）



不動産ストックＤａｔａ：国交省 Ｈ２０年法人建物調査
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築年別建物数（総数７５．２万棟）
昭和５６年以前 ２８．１万棟（３７％）
昭和５６年以降 ４７．１万棟（６３％）



不動産ストックＤａｔａ：国交省 Ｈ２０年法人建物調査
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築年別総延床面積 昭和５５年以前 ３５，７９０万㎡（３２％）
昭和５６年以降 ７５，０９３万㎡（６８％）



環境改修の事例：物産ビル（新橋）講演資料より
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環境改修の事例：物産ビル（新橋）講演資料より
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環境改修の事例：物産ビル（新橋）講演資料より
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環境改修の事例：物産ビル（新橋）講演資料より
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環境改修の事例：物産ビル（新橋）講演資料より
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環境改修の事例：物産ビル（新橋）講演資料より
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環境改修の事例：CASBEE不動産マーケット普及版による認証事例
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テナント協同による加点あり



環境改修：ガイドライン・（社）日本ビルヂング協会連合会資料
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◆ 費用対効果を考慮した１００の対策メニュー

【ビルエネルギー運用管理ガイドラインの概要】

◆ ガイドラインの目的

地球温暖化防止に向けて、ビル業界が取り組むべき共通の指針を定めることにより、
テナントとも協働し、自主的なＣＯ２削減対策を一層加速させることを目的としている。



環境改修：ガイドライン・（社）日本ビルヂング協会連合会資料
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環境改修：ガイドライン・（社）日本ビルヂング協会連合会資料
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総合改修：（社）日本建設業連合会資料
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総合改修については、個別改修を重ねる場合と比較して、建築物全体の耐用年数の延長をより確かなものにする
ことができ、将来キャッシュフローの延長等の効果が期待できますが、その反面、多額の工事費を調達する必要が
生じるとともに、工事期間の長期化によるテナント補償や工事期間・テナント再募集期間の遺失利益の増加が懸念
されることになります。



環境対策・耐震性向上・バリアフリー化といった外部からの改善の視認性に劣る、あるいはその評価が低く直接的
に賃料アップに繋がりにくい内容についても、貸室スペック向上・内外装デザイン性向上等の機能向上を伴う総合
改修を同時に行うことにより、より大きな資産価値向上が期待できる。

総合改修：（社）日本建設業連合会資料
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居ながら改修の場合、テナントが入居中の専有部への改修は、テナントから一定の施工上の制約が付される
ことが想定される。テナントの館内や館外への移転を伴う場合、オーナーによる既存賃貸部分の原状回復費
用・引越費用・館内移転先の内装工事費用等の負担が必要となる可能性もある。

総合改修：（社）日本建設業連合会資料
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総合改修により建築物の資産価値向上が期待できる主な要因
総合改修を実施する場合、これらの要因により、資産価値がプラスとなり、建替よりも資
産価値の向上の程度が大きい場合、総合改修が選択されることとなる。

① 従前において一定の残存耐用年数を有する（将来キャッシュフローを見込める）
物件であること。

② 耐用年数が延長できること。
③ 賃料の上昇・下落抑制が期待できること。
④ 稼働率の上昇が期待できること。
⑤ 水光熱費が低減できること。
⑥ 修繕費・資本的支出の低減が図れること。
⑦ 将来キャッシュフローのリスク低減（割引率等の向上）が期待できること。
⑧ 改修コストが低く抑えられること。
⑨ テナント補償が少なく居ながら改修が可能であること。
⑩ 工事期間及びテナント再募集期間に係る逸失利益が少ないこと。
⑪ 外部から改善が確認しやすくテナント訴求力のある改修を含むこと。
⑫ CSR 向上や広告宣伝効果等に寄与する価値が期待できること。

総合改修：（社）日本建設業連合会資料
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環境改修の支援：グリーンリース（（株）エナジーセーブ）

2014/3/6 JFMA FORUM 2014 FM戦略企画研究部会 42



環境改修の支援：グリーンリース（（株）エナジーセーブ）
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環境改修の支援：グリーンリース（（株）エナジーセーブ）
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環境改修の支援：短期回収省エネ施策（（株）エナジーセーブ）
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環境改修の促進：国交省・環境省による促進事業
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環境改修の促進：国交省・環境省による促進事業
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３－１．環境未来都市構想

（地域活性化統合本部）

３－２．環境・エネルギーを活用した
街づくり

（国立環境研藤田壮氏講演）

３－３．建築・都市の レジリエンス

（豊橋技科大 増田幸宏氏講演）

【概要】

•持続可能社会基盤への転換

•循環型社会の構築：低炭素化・資源循環・
自然共生

•環境不動産の基盤としての環境未来都市

•環境対応＋社会対応＋経済対応を目指す
環境未来都市構想

•環境未来都市への形成を支える技術

•環境不動産や環境未来都市の持続可能性＝
サスティナビリティへの視点＜レジリエンス＞



環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開 環境未来都市構想
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環境未来都市への展開 環境未来都市構想
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環境未来都市への展開 環境未来都市構想
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環境未来都市への展開 環境未来都市構想 ：北海道下川町
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資源の持続性：町有林３０００ha／６０年＝利用５０ha／年



環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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◆ 資源循環・エネルギー効率による用途地区の形成



環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開 －「環境・エネルギーを活かす街づくり」

国立環境研 藤田 壮氏講演資料より
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環境未来都市への展開：スマートコミュニティづくり
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環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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レジリエンス（Ｒｅｓｉｌｉｅｎｃｅ）とは

「企業や組織、建築・都市システム、生態系等
に代表される複雑システムが、不測の変化や
困難な状況に直面した際にも、難局を切り抜け
て生き残り、深化し、適応し、成長する能力」を
意味する新しい概念です。

次の３つを対象にレジリエンスを紹介
① エネルギーシステムのレジリエンス
② 災害に対するレジリエンス
③ 都市環境のレジリエンス



◆ エネルギー供給システムのレジリエンス

環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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「生活継続計画」（LCP：Life Continuity Plan）災害時における生活継続
と日常生活への早期復帰のためのプログラム

その本質は、「人」「もの」「情報」「資金」「企業の信頼・ブランド」こうした重要なリソースを
非常事態においても如何にマネジメントするか
リソースの管理能力が鍵 そして被災後に一番大事なリソースは時間

環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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省エネルギー対策や節電対策、二酸化炭素排出削減の観点から計測に基づく科
学的な施設管理体制を強化することが、非常時におけるエネルギー・水の需給計
画の正確な策定や、被災後の的確で迅速な対応に繋がることから、平常時におけ
る環境面での対策と非常時の災害対策は一体として推進する視点が重要である。

環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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都市環境インフラ

自然循環
＆

リサイクル

環境負荷
＆

環境容量

環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
－豊橋技科大 増田 幸宏氏講演資料より
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環境未来都市への展開
（利用者・生活者の視点）

建築：環境性能＋マネジメント ＝
環境不動産の普及

都市：環境価値⇒総合的環境価値

（環境価値・社会価値・経済価値）⇒
環境未来都市への転換

建築・都市のサスティナビリティ ⇒
環境未来都市のレジリエンス

都市（パフォーマンス）評価の向上

環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
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レジリエンス
「生態系、コンピュータシステム、組織やコミュニティ、都市システム、等に代表される複雑シ
ステムが、環境の急激な変化や不測の事態、困難な状況に直面した際にも、難局を切り抜
けて生き残り、回復するのみならず、進化・深化し、適応し、成長する能力。 システムが新
しい均衡点に向けて動いていくしなやかな強さ」

Sustainability and Resilience

◆ 技術：新たな設計思想と条件設定
◆ 時間：平常時・非常時・災害時
◆ 運用：モニタリングと運用管理
◆ 人・組織：柔軟な管理体制

環境未来都市への展開：建築・都市のレジリエンス
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FM戦略における新たな視点



本日のまとめ：環境不動産・環境未来都市とFM戦略

サブテーマ １：利用者視点の環境不動産・オフィス評価項目
 CASBEE不動産マーケット普及版の評価項目をベースに、テナントニーズ調査等を参考

に関心の高い項目を加えて、検討初期段階に確認すべき「環境不動産・オフィス評価項
目リスト」を作成、提案

サブテーマ ２：既存不動産の環境改修実施条件
環境改修事例やビル協会・建設業協会などのレポートを紹介するとともに支援策として

「グリーンリース」・「環境改修普及促進機構」を紹介

不動産ストックDATAの紹介、特に中小ビルの環境改修には外的支援策が課題

サブテーマ ３：環境未来都市への展開
単体としての環境不動産から社会基盤としての環境未来都市構想に注目するとともに、

それを支える構築コンセプトや計画技術等を紹介

サスティナビリティの新たな視点として「レジリエンス」に注目し、環境不動産・環境未来
都市の更なる価値向上への問題意識を提示

今後、「レジリエンス」をキーコンセプトに、企業の施設戦略も含めて、「FM戦略とレジリ
エンス」に関して検討を深める予定
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FM戦略企画研究部会
メンバーリスト

名  前 所　　属 役　　職

部会長 高藤　眞澄 株式会社　NTTファシリティーズFMアシスト 顧問

部会員 氏家　徳治 東電不動産株式会社 部⻑

同 森田　良一 株式会社　イトーキ チーフディレクター

同 野呂　弘子 日本郵政株式会社 グループリーダー

同 樫村　弘子 一級建築士事務所　オーク・ヴィレッジ

同 原山　坦 有限会社　原山総合研究所 取締役社⻑

同 鈴木　晴紀 株式会社　PRE-CRE戦略研究所 代表取締役社⻑

同 武田　正浩 森ビル株式会社 担当課⻑

同 上倉　秀之 株式会社　セノン 執⾏役員

同 用田　恭裕 株式会社　セノン

同 古屋　修一郎 安田不動産株式会社

同 佐藤　雅則 株式会社 安藤・間 課⻑

同 天神　良久 株式会社　ケーデーシー 技術統括部⻑

同 小永井　耕一 東京都復興支援対策部（岩手県大槌町役場勤務） 参事

同 大月　弘行 フューチャーマネジメント研究所

同 古坂　幸代 三機工業株式会社 専⾨部⻑

同 萩原  芳孝 株式会社　久米設計

同 宮下　昌展 株式会社エムケイ興産 会⻑

同 塚田　敏彦 環境省 部⻑

同 永野　義昭 大日本印刷株式会社 顧問

同 千田　文二郎 大和リース株式会社 環境緑化営業所⻑

同 佐野　愛 同上

同 増田　幸宏 豊橋技術科学大学大学院 副センター⻑

三宅　玲子 ＪＦＭＡ　事務局

大野　晴弘 ＪＦＭＡ　事務局
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